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平成 18 年 10 月 27 日付「東京新聞」の報道につきまして 

 

 

 掲題報道の会社は平成 12 年 4 月にコンピューター通信網およびインターネットを利用し

た各種事業を行うことを目的として、日本商工会議所のミレニアムプロジェクトの一環で、

同会議所と協力・連携して米国での事業モデルを国内で応用することを目指して設立された

会社であります。かかる状況下、当社が運営するファンドは、平成 12 年 9 月に第三者割当

増資の引受を通じて同社株式を取得し、その時点で同年 12 月の同社社長からの株式取得を

契約し、その後取得に至ったものであります。従いまして、本件投資は、報道にあるような

その後の当該社長の参院選立候補とは全く関連はなく、平成 12 年 9 月当時、同社長が参院

議員になる意図を有していたとの認識は全くございませんでした。 

 当社はこれまでも政治家への資金提供を行った事実は一切なく、当社の事業特性に鑑みま

しても、今後もその必要性は全く感じられず、当該行為の実施予定はございません。 

 本日の一部報道は、当社の名誉を著しく損なうものであり、当社は、当該報道機関に対し

て速やかに抗議を行うと同時に、法的措置についても検討を開始しましたことをご報告いた

します。 
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 本プレスリリースに関するお問い合わせ先：  

SBI ホールディングス株式会社 コーポレート･コミュニケーション部  03-6229-0126 


